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第７１期定時株主総会招集ご通知に際しての 

インターネット開示情報 

 

 

連結計算書類の「連結株主資本等変動計算書」、「連結注記表」 

計算書類の「株主資本等変動計算書」、「個別注記表」 

 

 

 

 

 

 

 

上記の事項は、法令及び当社定款第１５条の規定に基づき、当社ウェブサイトに掲載

することにより、株主の皆様に提供しております。 

 



連結株主資本等変動計算書
(自　平成29年10月 1 日

至　平成30年 9 月30日)
(単位：百万円)

項 目 株 主 資 本
資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株主資本合計

当 期 首 残 高 34,928 34,672 131,678 △16,060 185,219
当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △5,315 △5,315
親 会 社 株 主 に 帰 属
す る 当 期 純 利 益 21,222 21,222

自 己 株 式 の 取 得 △10,000 △10,000
自 己 株 式 の 消 却 △5,264 5,264 －
株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 (純 額 )

当 期 変 動 額 合 計 － － 10,642 △4,735 5,907
当 期 末 残 高 34,928 34,672 142,321 △20,795 191,126

(単位：百万円)

項 目
その他の包括利益累計額

非支配株主持分 純資産合計その他有価証券
評 価 差 額 金

為 替 換 算
調 整 勘 定

退職給付に係る
調 整 累 計 額

その他の包括利益
累 計 額 合 計

当 期 首 残 高 1,259 1,210 △750 1,719 618 187,558
当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △5,315
親 会 社 株 主 に 帰 属
す る 当 期 純 利 益 21,222

自 己 株 式 の 取 得 △10,000
自 己 株 式 の 消 却 －
株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 (純 額 ) 285 48 136 470 49 520

当 期 変 動 額 合 計 285 48 136 470 49 6,427
当 期 末 残 高 1,545 1,259 △614 2,190 668 193,985
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連 結 注 記 表 
 
【連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等】 

１．連結の範囲に関する事項 

（１）連結子会社の数         １８社 

主要な連結子会社の名称 

ハママツ・コーポレーション 

   ハママツ・ホトニクス・ドイチュラント・ゲー・エム・ベー・ハー 

 浜松光子学商貿（中国）有限公司 

   ハママツ・ホトニクス・フランス・エス・ア・エール・エル 

なお、当連結会計年度に株式取得によりエナジティック・テクノロジー・インクを子会社化したこと

に伴い、同社を当連結会計年度より連結の範囲に含めております。 

（２）非連結子会社の数         １社 

非連結子会社の名称 

㈱浜松ホトアグリ 

  （連結の範囲から除いた理由） 

非連結子会社は、小規模であり、総資産、売上高、当期純損益及び利益剰余金等は、いずれも連結

計算書類に重要な影響を及ぼしていないためであります。 

２．持分法の適用に関する事項 

（１）持分法を適用した関連会社の数   ３社 

主要な関連会社の名称 

浜松光電㈱ 

（２）持分法を適用していない非連結子会社（㈱浜松ホトアグリ）は、当期純損益及び利益剰余金等からみ

て、持分法の対象から除いても連結計算書類に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても重要性

がないため持分法の適用範囲から除外しております。 

３．連結子会社の事業年度等に関する事項 

連結子会社の決算日は、北京浜松光子技術股份有限公司、浜松光子学商貿（中国）有限公司、浜松光

子学科学儀器（北京）有限公司、浜松光子医療科技（廊坊）有限公司及び㈱磐田グランドホテルを除

いてすべて連結決算日と一致しております。 

北京浜松光子技術股份有限公司、浜松光子学商貿（中国）有限公司、浜松光子学科学儀器（北京）有

限公司及び浜松光子医療科技（廊坊）有限公司の決算日は 12月 31日でありますが、６月 30日におい

て仮決算を実施したうえ連結計算書類を作成しております。なお、連結決算日までの期間に発生した

重要な取引については、連結上、必要な調整を行っております。 

また、㈱磐田グランドホテルの決算日は３月 31 日でありますが、９月 30 日において仮決算を実施し

たうえ連結計算書類を作成しております。 

４．会計方針に関する事項 

（１）重要な資産の評価基準及び評価方法 

有価証券 

    その他有価証券 

     時価のあるもの 

連結会計年度末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、

売却原価は総平均法により算定） 

 

2



     時価のないもの 

総平均法に基づく原価法 

   デリバティブ 

時価法 

   たな卸資産 

主として総平均法に基づく原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法によ

り算定）によっております。 

（２）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

   有形固定資産及び投資不動産（リース資産を除く） 

当社及び国内連結子会社は定率法を採用し、海外連結子会社は主として定額法によっております。 

   無形固定資産 

主として定額法によっております。 

ただし、当社及び国内連結子会社が所有する市場販売目的のソフトウエアについては、見込販売数

量に基づく償却額と残存有効期間（３年以内）に基づく均等配分額とを比較し、いずれか大きい額

を計上しております。また、顧客関連資産ついては、効果の及ぶ期間（10年）に基づく定額法によ

っております。 

   リース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 

（３）重要な引当金の計上基準 

貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については、個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

賞与引当金 

当社及び連結子会社の一部は、従業員の賞与の支給に充てるため、支給見込額を計上しております。 

   厚生年金基金解散損失引当金 

    全国電子情報技術産業厚生年金基金の解散に伴い発生する損失の見込額を計上しております。 

（４）退職給付に係る負債の計上基準 

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における見込額に基づき、退職給付債務から年

金資産を控除した額を計上しております。 

過去勤務費用については、主としてその発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年

数（10年）による定額法により費用処理しております。 

数理計算上の差異については、主として各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数（10年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から

費用処理しております。 

未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用については、税効果を調整のうえ、純資産の部に

おけるその他の包括利益累計額の退職給付に係る調整累計額に計上しております。 

（５）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準 

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処

理しております。なお、海外連結子会社等の資産及び負債は、連結決算日の直物為替相場により円

貨に換算し、収益及び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為

替換算調整勘定及び非支配株主持分に含めております。 

（６）のれんの償却方法及び償却期間 

のれんの償却につきましては、10年以内の一定の年数により均等償却を行っております。 

なお、金額が僅少な場合には発生年度に全額を償却しております。 
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（７）その他連結計算書類作成のための重要な事項 

消費税等の会計処理方法 

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。 

 

【連結貸借対照表に関する注記】 

１．担保に供している資産 

   現金及び預金        3,150 百万円 

   建物及び構築物 836  

   土地            1,052     

   計             5,039  

  上記に係る債務 

   短期借入金         991 百万円 

   １年内返済予定の長期借入金 139  

   流動負債その他（従業員預り金） 2,040  

   長期借入金          153     

   計             3,324 

（注）上記に係る債務以外に、現金及び預金のうち 100 百万円は、一般財団法人浜松光医学財団の当座貸越

契約の担保に供しております。 

２．有形固定資産の減価償却累計額 145,772 百万円 

投資不動産の減価償却累計額 1,409 百万円 

 

【連結損益計算書に関する注記】 

１．研究開発費 

研究開発費は一般管理費として表示しており、その総額は 12,830 百万円であります。 

２．受取保険金 

火災損失に伴う受取保険金から、代替資産取得による圧縮額（翌連結会計年度以降取得を含む）を控

除した額を特別利益として計上しております。 

３．災害による損失 

   平成 30年３月 29日に当社豊岡製作所において火災が発生し、その損失額を計上しております。 

    建物等の原状回復費用            121 百万円 

    有形固定資産やたな卸資産の滅失額等      72        

        合計                    194 

 

【連結株主資本等変動計算書に関する注記】 

１．当連結会計年度末の発行済株式の種類及び総数 

    普通株式   165,011,568 株 

２．当連結会計年度中に行った剰余金の配当に関する事項 

決議 株式の種類 配当金の総額 
１株当たり 
配 当 額 

基準日 効力発生日 

平成 29年 12月 22日 
定時株主総会 

普通株式 2,678 百万円 17 円 
平成 29年 
９月 30日 

平成 29年 
12月 25日 

平成 30年５月７日 
取締役会 

普通株式 2,636 百万円 17 円 
平成 30年 
３月 31日 

平成 30年 
６月４日 
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３．当連結会計年度の末日後に行う剰余金の配当に関する事項 

   平成 30年 12月 20日開催予定の定時株主総会において、次のとおり決議を予定しております。 

    普通株式の配当に関する事項 

①配当金の総額 3,101 百万円 

    ②配当の原資 利益剰余金 

    ③１株当たり配当額 20 円 

    ④基準日 平成 30年９月 30日 

    ⑤効力発生日 平成 30年 12月 21日 

 

【金融商品に関する注記】 

１．金融商品の状況に関する事項 

（１）金融商品に対する取組方針  

待機資金の運用については、安全性、流動性を第一に考え、高格付金融機関への預金等を中心に実施

しております。 

資金調達については、金利、調達環境を勘案し、金融市場または資本市場より実施する方針でありま

す。 

デリバティブ取引については、一部の連結子会社において、外貨建債権債務の変動リスクを軽減する

ために、実需の範囲内で行うこととし、投機的な取引は行わない方針であります。   

（２）金融商品の内容及びそのリスク 

営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。また、外貨建の営業

債権は、為替の変動リスクに晒されております。有価証券及び投資有価証券は、主に取引先企業との

事業提携・連携強化を目的とする株式であり、これらの株式は市場価格の変動リスクに晒されており

ます。 

営業債務である支払手形及び買掛金、電子記録債務は、すべて１年以内の支払期日であります。また、

その一部には、原材料等の輸入に伴う外貨建のものがあり、為替の変動リスクに晒されております。 

デリバティブ取引は、通常の輸出入取引による外貨建債権債務に伴う、為替相場の変動によるリスク

を軽減するために、先物為替予約取引を行っております。先物為替予約取引は、為替相場の変動によ

るリスクを有しております。 

（３）金融商品に関するリスク管理体制 

①信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理 

当社は、営業債権については、経理規定に従い取引先ごとの期日及び残高を管理するとともに、財務

状況の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。連結子会社についても、当社に準

じた管理を行っております。 

②市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理 

当社は、輸出の大部分を円建で行うことにより、為替の変動リスク軽減を図っております。また、一

部の連結子会社において、外貨建債権債務について通常の輸出入取引に伴う為替相場の変動によるリ

スクを軽減するために、先物為替予約取引を実需の範囲内で行うこととしております。 

有価証券及び投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握し、

また、満期保有目的の債券以外のものについては、保有状況を継続的に見直しております。 

③資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払を実行できなくなるリスク）の管理 

当社及び連結子会社が資金計画を作成・更新するなどの方法により、手元流動性を当社売上高の３ヶ

月相当以上に維持することなどにより、流動性リスクを管理しております。 
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（４）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価

額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件

等を採用することにより、当該価額が変動することがあります。 

 

２．金融商品の時価等に関する事項 

平成 30 年９月 30 日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりで

あります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含まれておりません（（注）２．

参照）。 

（単位：百万円） 

 
連結貸借対照表 

計上額 
時価 差額 

（１）現金及び預金 

（２）受取手形及び売掛金 

（３）投資有価証券 

74,458 

35,914 

2,859 

74,458 

35,914 

2,859 

― 

― 

― 

資産計 113,232 113,232 ― 

デリバティブ取引（※） ( 2) ( 2) ― 

（※）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務とな

る項目については（  ）で示しております。 

  

（注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項 

資産 

（１）現金及び預金、（２）受取手形及び売掛金 

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、

当該帳簿価額によっております。 

（３）投資有価証券 

これらの時価について、株式等は主に取引所の価格によっております。 

デリバティブ取引 

取引先金融機関等から提示された価格等に基づき算定しております。 

２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品 

区分 連結貸借対照表計上額 

非上場株式 1,299 百万円 

これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、

「（３）投資有価証券」には含めておりません。 

３．金銭債権の連結決算日後の償還予定額 

（単位：百万円） 

 

 
１年以内 

１年超 

５年以内 

５年超 

10年以内 
10年超 

預金 

受取手形及び売掛金 

74,443 

35,914 

 ― 

 ― 

 ― 

 ― 

 ― 

 ― 

合計 110,357  ―  ―  ― 
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【１株当たり情報に関する注記】 

１．１株当たり純資産額 1,248 円 84 銭 

２．１株当たり当期純利益 136 円 50 銭 

３．１株当たり当期純利益の算定上の基礎 

   ①連結損益計算書上の親会社株主に帰属する当期純利益 21,222 百万円 

   ②普通株式に係る親会社株主に帰属する当期純利益 21,222 百万円 

   ③普通株式の期中平均株式数 155,473,008 株 

 

（企業結合等関係） 

取得による企業結合 

１．企業結合の概要 

（１）被取得企業の名称及びその事業の内容 

被取得企業の名称  エナジティック・テクノロジー・インク 

事業の内容     半導体検査用光源の開発、製造及び販売 

（２）企業結合を行った主な理由 

当社の光源に、同社のレーザ励起光源及び極紫外線光源を加え、当社グループの製品ラインナップを

拡充することで半導体検査装置市場からの要求に対応してまいります。また、両社が培ってきた光源

開発技術を組み合わせることで開発速度を上げるとともに、より高付加価値な製品を開発し新たな市

場を開拓してまいります。 

（３）企業結合日 

平成29年10月16日 

（４）企業結合の法的形式 

現金を対価とする株式取得 

（５）結合後企業の名称 

エナジティック・テクノロジー・インク 

（６）取得した議決権比率 

100％ 

（７）取得企業を決定するに至った主な根拠 

当社の連結子会社であるホトニクス・マネージメント・コーポが、現金を対価として株式を取得した

ことによるものであります。 

 

２．連結計算書類に含まれている被取得企業の業績の期間 

平成29年10月17日から平成30年９月30日まで 

 

３．被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳 

 

取得の対価   現金   5,506百万円 

取得原価         5,506 
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４．主要な取得関連費用の内容及び金額 

アドバイザリー費用等   122百万円 

 

５．発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間 

（１）発生したのれんの金額 

   1,555百万円 

（２）発生原因 

取得原価が純資産額を上回ったため、その差額をのれんとして計上しております。 

（３）償却方法及び償却期間 

   10年間にわたる均等償却 

 

６．企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳 

流動資産 2,627 百万円 

固定資産 3,647       

資産合計 6,275 

 

流動負債 1,017 百万円 

固定負債 1,306       

負債合計 2,323 

 

７．のれん以外の無形固定資産に配分された金額及びその主要な種類別の内訳並びに加重平均償却期間 

種類         金額       加重平均償却期間 

顧客関連資産 2,875 百万円 10年 

技術関連資産 458  ５年 

商標権 262  非償却      

合計 3,596  ―          

 

8



株主資本等変動計算書
(自　平成29年10月 1 日

至　平成30年 9 月30日)
(単位：百万円)

項 目

株 主 資 本

資 本 金
資本剰余金 利 益 剰 余 金

自己株式 株主資本
合 計資本準備金 利益準備金

そ の 他 利 益 剰 余 金
特別償却
準 備 金

配当準備
積 立 金

別 途
積 立 金

繰越利益
剰 余 金

当 期 首 残 高 34,928 34,636 695 14 4,500 78,600 18,904 △16,056 156,223
当 期 変 動 額

特別償却準備金の取崩 △4 4 －
別途積立金の積立 4,000 △4,000 －
剰余金の配当 △2,678 △2,678
剰余金の配当
（中間配当）

△2,636 △2,636
当 期 純 利 益 16,792 16,792
自 己 株 式 の 取 得 △10,000 △10,000
自 己 株 式 の 消 却 △5,264 5,264 －
株 主 資 本 以 外 の
項目の当期変動額(純額)

当期変動額合計 － － － △4 － 4,000 2,216 △4,735 1,477
当 期 末 残 高 34,928 34,636 695 9 4,500 82,600 21,121 △20,791 157,700

(単位：百万円)

項 目

評価・換
算差額等 純 資 産

合 計その他有
価証券評
価差額金

当 期 首 残 高 1,259 157,483
当 期 変 動 額

特別償却準備金の取崩 －
別途積立金の積立 －
剰余金の配当 △2,678
剰余金の配当
（中間配当） △2,636
当 期 純 利 益 16,792
自 己 株 式 の 取 得 △10,000
自 己 株 式 の 消 却 －
株 主 資 本 以 外 の
項目の当期変動額(純額) 285 285

当期変動額合計 285 1,762
当 期 末 残 高 1,545 159,245
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個 別 注 記 表 

【重要な会計方針に係る事項に関する注記】 

１．有価証券の評価基準及び評価方法 

子会社株式及び関連会社株式については総平均法に基づく原価法、その他有価証券については、時価の

あるものは事業年度末日の市場価格等に基づく時価法によっており、評価差額は全部純資産直入法によ

り処理し、売却原価は総平均法により算定しております。時価のないものは総平均法に基づく原価法に

より評価しております。 

２．たな卸資産の評価基準及び評価方法 

評価基準は原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）によってお

ります。 

（１）商品、製品、仕掛品及び原材料 

総平均法 

（２）貯蔵品 

最終仕入原価法 

３．固定資産の減価償却の方法 

（１）有形固定資産及び投資不動産（リース資産を除く） 

定率法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は建物が３年～50年、機械及び装置が４年～17年であります。 

（２）無形固定資産 

ソフトウエア以外の無形固定資産の減価償却方法は、定額法によっております。市場販売目的のソフト

ウエアについては、見込販売数量に基づく償却額と残存有効期間（３年以内）に基づく均等配分額とを

比較し、いずれか大きい額を計上しております。 

（３）リース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 

４．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、事業年度末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理

しております。 

５．引当金の計上基準 

（１）貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については、個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

（２）賞与引当金 

従業員の賞与の支給に充てるため、支給見込額を計上しております。 

（３）厚生年金基金解散損失引当金 

全国電子情報技術産業厚生年金基金の解散に伴い発生する損失の見込額を計上しております。 

（４）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計

上しております。 
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① 退職給付見込額の期間帰属方法 

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法について

は、給付算定式基準によっております。 

② 数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法 

過去勤務費用については、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10 年）

による定額法により費用処理しております。 

数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の

年数（10年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌事業年度から費用処理しておりま

す。 

６．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項 

（１）退職給付に係る会計処理 

退職給付に係る未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の未処理額の会計処理の方法は、連結

計算書類におけるこれらの会計処理の方法と異なっております。 

（２）消費税等の会計処理方法 

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。 
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【貸借対照表に関する注記】 

１．担保に供している資産 

現金及び預金 3,150 百万円 

上記に係る債務 

従業員預り金 2,040 百万円 

関係会社の借入金 818百万円 

計 2,859 百 

（注）上記に係る債務以外に、現金及び預金のうち 100 百万円は一般財団法人浜松光医学財団の当座貸越契

約の担保に供しております。 

２．有形固定資産の減価償却累計額 137,194百万円 

  投資不動産の減価償却累計額 1,137 百万円 

３．有形固定資産の取得価額より直接減額されている圧縮記帳額 

建物 965百万円 

機械及び装置 2,552 百万円 

工具、器具及び備品 367百万円 

土地 573百万円 

４．保証債務 

関係会社の金融機関からの借入れに対する債務保証額 398百万円 

（注）上記以外に、浜松光子学科学儀器（北京）有限公司における顧客からの前受金について、金融機関が

行っている契約履行保証に対して、50百万中国元を上限として再保証を行っております。 

５．関係会社に対する金銭債権債務 

短期金銭債権  9,612百万円 

短期金銭債務 555百万円 

 

【損益計算書に関する注記】 

１．関係会社との取引 

関係会社に対する売上高 66,747百万円 

関係会社からの仕入高 5,554 百万円 

関係会社との営業取引以外の取引高 3,966 百万円 

２．研究開発費 

研究開発費は一般管理費として表示しており、その総額は 12,165 百万円であります。 

３．受取保険金 

火災損失に伴う受取保険金から、代替資産取得による圧縮額（翌事業年度以降取得を含む）を控除した

額を特別利益として計上しております。 

４．災害による損失 

平成 30年 3 月 29日に豊岡製作所において火災が発生し、その損失額を計上しております。 

建物等の原状回復費用 121 百万円 

有形固定資産やたな卸資産の滅失額等 72  

合計 194  
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【株主資本等変動計算書に関する注記】 

当事業年度末における自己株式の種類及び株式数 

普通株式 9,945,363株 

 

【税効果会計に関する注記】 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

（繰延税金資産） 

退職給付信託設定額 3,077 百万円 

減価償却費限度超過額 1,961  

退職給付引当金限度超過額 1,814  

賞与引当金限度超過額 1,344  

たな卸資産評価損 428  

減損損失 238  

未払事業税 229  

投資有価証券評価損 206  

その他 1,096  

繰延税金資産小計 10,396  

評価性引当額 △1,215  

繰延税金資産合計 9,181  

（繰延税金負債） 

その他有価証券評価差額 △407 百万円 

資産除去債務に対応する資産 △9  

特別償却準備金 △4  

その他 △13  

繰延税金負債合計 △434  

繰延税金資産の純額 8,746  

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳 

法定実効税率 30.21 ％ 

（調整） 

税額控除 △7.24  

受取配当金等永久に益金算入されない項目 △4.72  

交際費等永久に損金算入されない項目 1.01  

評価性引当額の増減 0.04  

その他 0.19  

税効果会計適用後の法人税等の負担率 19.49  
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【関連当事者との取引に関する注記】 

該当事項はありません。 

 

【１株当たり情報に関する注記】 

１．１株当たり純資産額 1,026円 95銭 

２．１株当たり当期純利益 107円 82 銭 
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